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１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策

千葉大学は千葉大学は11年間に年間に1111億円億円の光熱水費を使用の光熱水費を使用

学生が主体となってその学生が主体となってその1111億円の光熱水費を削減億円の光熱水費を削減
させようとし動き出したプロジェクトさせようとし動き出したプロジェクト

事業部制をとり活動事業部制をとり活動

・マスタープラン事業部・マスタープラン事業部

・広報事業部・広報事業部

・自然エネルギー学生ファンド事業部・自然エネルギー学生ファンド事業部

・人力発電自転車事業部・人力発電自転車事業部



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策

千葉大学本部へ問い合わせ千葉大学本部へ問い合わせ

55年間分の光熱水費等のデータを入手年間分の光熱水費等のデータを入手

1111億円の内訳がどのようになっているのかを知る億円の内訳がどのようになっているのかを知る

内訳は内訳は 電気電気55%55% ガスガス15%15%
上下水道上下水道29%29% 紙紙1%1%



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策

その結果を集計して、千葉大学が今後どのよその結果を集計して、千葉大学が今後どのよ
うにすれば光熱水費を削減していくことが可うにすれば光熱水費を削減していくことが可
能になるかを考えた。能になるかを考えた。

主に、全体の主に、全体の77割を占める電気、ガ割を占める電気、ガ
スを中心に削減すべきである。スを中心に削減すべきである。



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策

集計結果は「豆本」とい集計結果は「豆本」とい
う形でわかりやすいもう形でわかりやすいも
のにして大学祭で配布。のにして大学祭で配布。

他大学との比較や千葉他大学との比較や千葉
大学生の一人暮らしに大学生の一人暮らしに
関しても調査関しても調査



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策



１．現状認識と必要な対策１．現状認識と必要な対策

・ビジュアルショック・ビジュアルショック
１日の使用量を目で見て理１日の使用量を目で見て理
解できるようにして展示。解できるようにして展示。
沢山の来場者の方に資源沢山の来場者の方に資源
の無駄遣いの現状を知っての無駄遣いの現状を知って
もらうことができた。もらうことができた。

千葉大学の使用量の例千葉大学の使用量の例
・紙・紙

9000090000枚枚//１日１日
・トイレットペーパー・トイレットペーパー

686686ロールロール//１日１日



２．１２．１ 人力発電自転車人力発電自転車

概要概要

人力発電自転車を作成し人力発電自転車を作成し、大学祭（１１月１－、大学祭（１１月１－
３日）、エコメッセ千葉（１１月９日）で３日）、エコメッセ千葉（１１月９日）で来場者に来場者に
実際にこいで発電を体験してもらう。実際にこいで発電を体験してもらう。

目的目的

来場者に電気を発電することを体験させ、発来場者に電気を発電することを体験させ、発
電することの大変さを学ばせ、省エネルギー電することの大変さを学ばせ、省エネルギー
に取り組ませる環境教育の一環。に取り組ませる環境教育の一環。



２．１２．１ 人力発電自転車人力発電自転車

大学祭当日の報告大学祭当日の報告

沢山の来場者の方に、自転車をこいで発電しても沢山の来場者の方に、自転車をこいで発電しても

らい、電気の大切さに関して理解していただけるこらい、電気の大切さに関して理解していただけるこ
とができたとができた



人力発電自転車に乗った感想人力発電自転車に乗った感想
＠エコメッセ千葉＠エコメッセ千葉 １１月９日１１月９日

疲れた
33%

電気を作るのが
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楽しかった
19%

いい経験になっ
た
18%
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２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

経済産業省パブリックコメント経済産業省パブリックコメント

気候変動に関する将来の枠組みの構築に向けた視気候変動に関する将来の枠組みの構築に向けた視
点と行動」に対するパブリックコメント点と行動」に対するパブリックコメント

（原案：（原案：http://www.meti.go.jp/feedback/data/i30528aj.htmlhttp://www.meti.go.jp/feedback/data/i30528aj.html））

「第５章「第５章 持続可能な枠組みの構築に向けた持続可能な枠組みの構築に向けた
視点」について問題点が多いため、次の構視点」について問題点が多いため、次の構
成で書き直すべきである。成で書き直すべきである。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

１．地球温暖化問題に関する４つの課題１．地球温暖化問題に関する４つの課題

（１）自然エネルギーを十分に利用しておらず、有効（１）自然エネルギーを十分に利用しておらず、有効
に利用していないエネルギー比率が大きいことに利用していないエネルギー比率が大きいこと

（２）国・地域の枠組みを越え、広範な主体が関係す（２）国・地域の枠組みを越え、広範な主体が関係す
る問題であるにもかかわらず、参加と公平に欠けるる問題であるにもかかわらず、参加と公平に欠ける
ことこと

（３）発生源が多様であり、社会・経済・ライフスタイ（３）発生源が多様であり、社会・経済・ライフスタイ
ルを質的に変換することが必要であることルを質的に変換することが必要であること

（４）長期的かつ広範な知識・認識・情報が不足して（４）長期的かつ広範な知識・認識・情報が不足して
いることいること



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

２．持続可能な社会のための基本的な方向２．持続可能な社会のための基本的な方向

（１）将来世代の公平性を考慮しつつ、実現可能な（１）将来世代の公平性を考慮しつつ、実現可能な
技術の改良・普及に努めること技術の改良・普及に努めること

（２）さまざまな主体が制度の形成に参加できる仕組（２）さまざまな主体が制度の形成に参加できる仕組
みとするとともに、温暖化への寄与の程度に応じてみとするとともに、温暖化への寄与の程度に応じて
公平な責任を負う仕組みとすること公平な責任を負う仕組みとすること

（３）経済発展と環境とを両立しうる経済ルールの構（３）経済発展と環境とを両立しうる経済ルールの構
築を図ること築を図ること

（４）正確な情報がさまざまな主体に共有されるよう（４）正確な情報がさまざまな主体に共有されるよう
国際的・地域的に環境教育・学習を進めること国際的・地域的に環境教育・学習を進めること



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

３．持続可能な社会の構築に向けた行動３．持続可能な社会の構築に向けた行動
（１）自主的な取り組みを促進するとともに、政（１）自主的な取り組みを促進するとともに、政
府のリーダーシップに基づき新しい制度を実府のリーダーシップに基づき新しい制度を実
現すること現すること

（２）先進国がリーダーシップをとるとともに、（２）先進国がリーダーシップをとるとともに、
意思決定に当たって多様な主体が参加する意思決定に当たって多様な主体が参加する
仕組みとすること仕組みとすること



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

環境省パブリックコメント環境省パブリックコメント

「「温暖化対策税制の具体的な制度の案～国温暖化対策税制の具体的な制度の案～国
民による検討・議論のための提案～（報告）」民による検討・議論のための提案～（報告）」
についての意見についての意見

（（http://www.env.go.jp/press/press.php3?serial=4316http://www.env.go.jp/press/press.php3?serial=4316））



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(1) (1) 我が国としての温暖化防止のための取り組み方はどうあ我が国としての温暖化防止のための取り組み方はどうあ
るべきかについてるべきかについて

日本における政策が他国に及ぼす影響・効果も考慮し、日日本における政策が他国に及ぼす影響・効果も考慮し、日
本として京都議定書の削減目標を遵守することを徹底し、明本として京都議定書の削減目標を遵守することを徹底し、明
言するとともに、他国に働きかけるべきである。原子力推進言するとともに、他国に働きかけるべきである。原子力推進
よりも自然エネルギー対策及び省エネルギー対策に重点をよりも自然エネルギー対策及び省エネルギー対策に重点を
移すべきである。このため、化石燃料への課税、自然エネル移すべきである。このため、化石燃料への課税、自然エネル
ギー・省エネルギーのような環境技術の開発・運用の促進、ギー・省エネルギーのような環境技術の開発・運用の促進、
自然エネルギーによる電気料金への助成などによって、自自然エネルギーによる電気料金への助成などによって、自
然エネルギーの優位化を行うなど、環境立国の考え方が必然エネルギーの優位化を行うなど、環境立国の考え方が必
要である。また、すべての原因者に十分な負担を負わせると要である。また、すべての原因者に十分な負担を負わせると
ともに、拡大生産者責任の考え方を導入すべきである。ともに、拡大生産者責任の考え方を導入すべきである。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(2) (2) 温暖化防止のための施策として、温暖化対策税を活用温暖化防止のための施策として、温暖化対策税を活用
することについてすることについて

温暖化対策税の導入に賛成である。ただし、税を導入する温暖化対策税の導入に賛成である。ただし、税を導入する
場合には、環境関係の助成措置に用いることによって、経済場合には、環境関係の助成措置に用いることによって、経済
活動に還流させるべきである。その理由として活動に還流させるべきである。その理由として

は、全国民に環境を意識したエコライフを普及させることがでは、全国民に環境を意識したエコライフを普及させることがで
きること、二酸化炭素の排出量が少ない製品が求められるきること、二酸化炭素の排出量が少ない製品が求められる
ようになり新しい市場ができることなどが挙げられる。ようになり新しい市場ができることなどが挙げられる。

なお、海外の事例の成功したという点（ｐ．９）、雇用が増加なお、海外の事例の成功したという点（ｐ．９）、雇用が増加
するという試算（ｐ．２５）については、根拠を明示する必要がするという試算（ｐ．２５）については、根拠を明示する必要が
あるのではないか。あるのではないか。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(3) (3) 温暖化対策税の課税の仕組みはどうあるべきかについ温暖化対策税の課税の仕組みはどうあるべきかについ

てて

ハイブリット方式が望ましい。ただし、二重課税にならないハイブリット方式が望ましい。ただし、二重課税にならない

ように気を付けて課税する必要がある。理由としては、ほかように気を付けて課税する必要がある。理由としては、ほか
の課税方式に比べて複雑ではないこと、より個人の努力がの課税方式に比べて複雑ではないこと、より個人の努力が
適正に評価される仕組みであることなどが挙げられる。適正に評価される仕組みであることなどが挙げられる。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(4) (4) 温暖化対策税の減免・還付をはじめとする負担軽減はど温暖化対策税の減免・還付をはじめとする負担軽減はど

うあるべきかについてうあるべきかについて

温暖化対策税の導入時に、税収を原資として、省エネル温暖化対策税の導入時に、税収を原資として、省エネル

ギーなどの設備投資を促進させるために補助金を与えることギーなどの設備投資を促進させるために補助金を与えること
とし、その後は、単なる省エネルギーではなく、自然エネルとし、その後は、単なる省エネルギーではなく、自然エネル
ギーの導入など二酸化炭素の排出抑制のための新しい技ギーの導入など二酸化炭素の排出抑制のための新しい技
術を開発することにも補助金を支出すべきである。なお、中術を開発することにも補助金を支出すべきである。なお、中
小企業や低所得者を支援するためにも用いるべきである。小企業や低所得者を支援するためにも用いるべきである。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(5) (5) 温暖化対策税の税収の使途はどうあるべきかについて温暖化対策税の税収の使途はどうあるべきかについて

一般会計に入れるのではなく、環境特別会計に入れるべ一般会計に入れるのではなく、環境特別会計に入れるべ
きである。温暖化対策税の目的は、財源確保ではなく、インきである。温暖化対策税の目的は、財源確保ではなく、イン
センティブの付与に置くべきであり、税収にみあった分だけセンティブの付与に置くべきであり、税収にみあった分だけ
助成制度を新しく創設すべきである。具体的な使途としては、助成制度を新しく創設すべきである。具体的な使途としては、
・環境対策を行っている企業や自治体への補助金・環境対策を行っている企業や自治体への補助金
・省エネルギーや自然エネルギーなどの技術革新・省エネルギーや自然エネルギーなどの技術革新
・二酸化炭素排出量の少ない公共交通機関の整備（・二酸化炭素排出量の少ない公共交通機関の整備（LRTLRT（ラ（ラ
イト・レイル・トランジット）、船、燃料電池を使ったバスなど）イト・レイル・トランジット）、船、燃料電池を使ったバスなど）
・環境教育の研究機関への補助金・環境教育の研究機関への補助金
・海外での温暖化対策の援助金・海外での温暖化対策の援助金
などがある。なお、効率的に用いられている体制を維持するなどがある。なお、効率的に用いられている体制を維持する
ために、監査と情報公開の仕組みが必要である。ために、監査と情報公開の仕組みが必要である。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(6) (6) 既存エネルギー関係諸税との関係はどうあるべきかについて既存エネルギー関係諸税との関係はどうあるべきかについて

既存のエネルギー関係諸税の税率を傾斜的に設定し温暖化対策のイ既存のエネルギー関係諸税の税率を傾斜的に設定し温暖化対策のイ
ンセンティブを組み込んでいくことは賛成である。また、既存のエネルンセンティブを組み込んでいくことは賛成である。また、既存のエネル
ギー関係の目的税の使途として、温暖化対策関連の使途を組み入れるギー関係の目的税の使途として、温暖化対策関連の使途を組み入れる
ことにも賛成である。ただし、後者の場合、以下の条件が伴わなければことにも賛成である。ただし、後者の場合、以下の条件が伴わなければ
ならない。これらによって、温暖化対策税単独で対処するよりも大きな効ならない。これらによって、温暖化対策税単独で対処するよりも大きな効
果を期待することができる。果を期待することができる。

・既存の目的税の使途が広がるため、その配分にあたっての基準・既存の目的税の使途が広がるため、その配分にあたっての基準を明確を明確
にしなければならないにしなければならない
・納税者に混乱を与えてないように、十分な説明が必要である・納税者に混乱を与えてないように、十分な説明が必要である
・環境改善に貢献がなされる制度にしなければならない・環境改善に貢献がなされる制度にしなければならない
・既存諸税に温暖化対策の使途を組み込む場合には、目的税とする意・既存諸税に温暖化対策の使途を組み込む場合には、目的税とする意
味がよくわかるように、環境に影響を及ぼす既存諸税に限定して組み込味がよくわかるように、環境に影響を及ぼす既存諸税に限定して組み込
むべきむべき



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(7) (7) 本報告中の「代替案の検討」で示した（１）課税の仕組み本報告中の「代替案の検討」で示した（１）課税の仕組み

及び（２）税率の水準について及び（２）税率の水準について

＜課税の仕組みについて＞＜課税の仕組みについて＞

ハイブリット課税に賛成である。その際、二重課税を避けハイブリット課税に賛成である。その際、二重課税を避け
る努力をすべきであるが、ある程度は公平性が損なわれてる努力をすべきであるが、ある程度は公平性が損なわれて
も仕方がない。も仕方がない。

＜税率の水準について＞＜税率の水準について＞

税率については、あまりに高い税率については経済への税率については、あまりに高い税率については経済への
影響が心配され、国民の理解も得られないので、低い税率影響が心配され、国民の理解も得られないので、低い税率
でスタートし、徐々に高くしていくべきである。でスタートし、徐々に高くしていくべきである。



２．２２．２ パブリックコメントパブリックコメント

(8) (8) その他自由に本報告について御意見を記述してください。その他自由に本報告について御意見を記述してください。

助成措置の財源を補うために、国は国債の別枠として環助成措置の財源を補うために、国は国債の別枠として環
境債を発行するべきである。境債を発行するべきである。

化石燃料を使わずに生産された製品にはわかりやすく化石燃料を使わずに生産された製品にはわかりやすく
マークをつけて推奨すべきである。マークをつけて推奨すべきである。



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

概要概要

学生出資型自然エネルギーファンド設立への学生出資型自然エネルギーファンド設立への

提案提案

研究内容研究内容

地球温暖化対策を目的とした、自然エネル地球温暖化対策を目的とした、自然エネル

ギー発電の普及手段として、学生出資型自ギー発電の普及手段として、学生出資型自
然エネルギーファンドを研究・提案然エネルギーファンドを研究・提案



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

なぜなぜ““学生学生””ファンドにするのか？ファンドにするのか？

1.1. 資金を一度に集めることができる資金を一度に集めることができる

2.2. 受益者の範囲が明確になる受益者の範囲が明確になる

3.3. 出資者の管理がしやすい出資者の管理がしやすい

4.4. 教育研究と連携ができる教育研究と連携ができる

5.5. 波及効果が期待できる波及効果が期待できる



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

発電方式発電方式

費用対効果が優れている風力発電を採用費用対効果が優れている風力発電を採用

一次案として太陽光発電も考えたが、コスト・維持費一次案として太陽光発電も考えたが、コスト・維持費

用により断念用により断念

投資による出資者への利益還元投資による出資者への利益還元

クレジットカード方式により、売電収益を還元クレジットカード方式により、売電収益を還元

千葉大生協と連携し、生協の品物を割引で買うとい千葉大生協と連携し、生協の品物を割引で買うとい

う案を検討中う案を検討中



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

実現可能性実現可能性

1.1. 学生数学生数 24002400名名
2.2. 出資額出資額 11万万55千円千円
3.3. 出資率出資率 7070％％

という条件の下、試算した結果という条件の下、試算した結果

７００ｋ７００ｋWW風車の建設・維持が可能である。風車の建設・維持が可能である。

売電による出資者への還元も可能。売電による出資者への還元も可能。



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

現地視察現地視察

「風」「電気」「道路」「風」「電気」「道路」 を備を備

えた場所を視察えた場所を視察

・海上郡飯岡町・海上郡飯岡町

・銚子市屏風ヶ浦・銚子市屏風ヶ浦



２．３２．３ ファンド提案ファンド提案

最終的には・・・最終的には・・・

各大学の学生ファンドによるウィンドファー各大学の学生ファンドによるウィンドファー
ムの実現ムの実現

風力発電普及のためのモデルが必要風力発電普及のためのモデルが必要
だといえる。だといえる。
このモデルのひとつとして倉阪ゼミナールはこのモデルのひとつとして倉阪ゼミナールは
学生ファンドを提案する。学生ファンドを提案する。



２．４２．４ 環境環境ISOISO学生委員会学生委員会

千葉大学の光熱水費を減らすために考えた千葉大学の光熱水費を減らすために考えた

合理的かつ実効性のある方法合理的かつ実効性のある方法

・千葉大学で・千葉大学でISO14001ISO14001を取得することにより、を取得することにより、

現実的な光熱水費削減が可能となる現実的な光熱水費削減が可能となる



２．４２．４ 環境環境ISOISO学生委員会学生委員会

倉阪ゼミナールの学生が中心となって千葉大倉阪ゼミナールの学生が中心となって千葉大
学環境学環境ISOISO学生委員会を設立。学生委員会を設立。

全学を巻き込んだ活動に発展全学を巻き込んだ活動に発展

1010月月2727日日
千葉大学長による千葉大学長によるISOISO取得キックオフ宣言取得キックオフ宣言



２．４２．４ 環境環境ISOISO学生委員会学生委員会

千葉大学らしい環境マネジメントシステム千葉大学らしい環境マネジメントシステム

１１ 総合大学としての特長を活かした環境教育・研究総合大学としての特長を活かした環境教育・研究

２２ 環境負荷の少ない緑豊かで安全なキャンパスづくり環境負荷の少ない緑豊かで安全なキャンパスづくり

３３ 学生主体の環境マネジメントシステムの構築と運用学生主体の環境マネジメントシステムの構築と運用
–– 環境マネジメントシステムの構築と運用は、環境教育学習の環境マネジメントシステムの構築と運用は、環境教育学習の
格好の機会です。このため、千葉大学では、ＩＳＯ学生委員会格好の機会です。このため、千葉大学では、ＩＳＯ学生委員会
を立ち上げ、環境目標項目の設定、研修システム、監査シスを立ち上げ、環境目標項目の設定、研修システム、監査シス
テムなどの構築について、学生委員会に原案作成を委ねるテムなどの構築について、学生委員会に原案作成を委ねる
とともに、その運用についても学生の主体的な参加によってとともに、その運用についても学生の主体的な参加によって
実施することとします。また、学生による自主的な環境活動を実施することとします。また、学生による自主的な環境活動を
推奨し、多様な環境プログラムが実施されるキャンパスを目推奨し、多様な環境プログラムが実施されるキャンパスを目
指します。指します。

４４ 地域社会に開かれた形で環境マネジメントシステム地域社会に開かれた形で環境マネジメントシステム



３．今後の研究予定３．今後の研究予定

政策フォーラム（政策フォーラム（ISFJISFJ：１２月１３，１４日：１２月１３，１４日))におにお
いて、自然エネルギー学生ファンド論文を発いて、自然エネルギー学生ファンド論文を発
表する。表する。

来年３月末に千葉・鴨川において自然エネル来年３月末に千葉・鴨川において自然エネル
ギー関係のイベントの企画・実行を行う。ギー関係のイベントの企画・実行を行う。

来年度にかけて、生協と具体的な議論を進来年度にかけて、生協と具体的な議論を進
め、千葉大学風力発電の実現に向けてさらにめ、千葉大学風力発電の実現に向けてさらに
検討をすすめることとしたい。検討をすすめることとしたい。


